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環 境 経 営 方 針 
 

環境理念 
株式会社西日本ガラスリサイクルセンターは、日々進化・多様化されるガラス製品に対し、主体

となる製造業としての技術・販路を活かすことにより、ガラスの 100％リサイクルを図ります。 

「もったいない」の精神で、ガラス to ガラスによる循環型社会の構築に貢献し、環境保護につ

なげるものとします。 

１）新規性と独自性を追求し、循環型社会・低炭素社会の構築に寄与します。 

２）環境関連法規等を確実に遵守します。 

３）単なる廃棄物処理業を行うのではなく、環境負荷の低減に寄与することを 

    めざします。 

４）事業主体の体制、財務状況の健全性、原材料、製品等の販路を確保し、常に安定かつ 

    継続的な事業活動を発揮します。 

５）他の環境産業施設との連携による相乗効果を発揮します。 

６）労働安全面、防災面などの安全性を十分に確保します。 

７）地域に開かれた事業所として情報公開、施設公開を徹底します。 

８）地方自治体の一般廃棄物処理基本計画に則った事業活動を展開します。 

９）低炭素社会への取り組みを積極的に進めます。 

 

行動指針 
・二酸化炭素排出量の削減 

  ① 施設電力量の削減 

  ② 重機使用燃料の削減 

  ③ 収集運搬車両燃料の削減 

・再資源化量増大（受入産廃量増大による間接的 CO2 排出量削減寄与） 

・最終処分廃棄物（埋立・焼却）量の削減 

・水使用量の削減 

・事業所内の清掃/安全点検巡回の励行 

 

 

                           ２０１６年１２月２８日制定 

２０２０年 ４月２０日改定 

                           株式会社西日本ガラスリサイクルセンター 

                            代表取締役社長    飯室 聖二 
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１． 事業の概要 

（１） 事業所名、代表者、法人設立年月日、及び資本金 

① 株式会社西日本ガラスリサイクルセンター 

② 代表取締役 飯室聖二 

③ 法人設立年月日 平成 23 年 7 月 20 日 

④ 資本金 200 万円 

（２） 所在地 

本社  北九州市小倉北区紺屋町１３－１ 

響工場 北九州市若松区響町１丁目１０５番２０号 

（３） 環境管理責任者氏名並びに連絡先 

環境管理責任者 技術顧問 河村豊  

TEL: 093-771-5007 

Web ページ:http://www.wjgrc.jp/ 
（４） 事業内容 

① ガラス原料卸売業 

② ガラス製品加工素材製造業 

③ 産業廃棄物処分業 

④ 産業廃棄物収集運搬業（令和元年度取得） 

⑤ 前各号に附帯又は関連する一切の事業 

（５） 事業規模 

 単位 令和 4 年度 令和 3 年度 令和 2 年度 

売上高 百万円 ２３４ ２００ １８９ 

従業員数 人 ９ ９ ９ 

事業所面積 ｍ２ 6,173 6,173 6,173 

（６） 事業年度 

11 月 1 日～翌年 10 月 31 日 

（活動レポートの対象期間は、令和４年 4 月～令和５年 3 月） 

 

（７） 認証・登録範囲 

株式会社西日本ガラスリサイクルセンターの本社及び響工場の全組織・全活動 

 

（８） 処理実績（令和４年度） 

上記（４）事業内容に記載の①、②、③に関わる処理実績は、次の通りである。 

仕入れ区分 有価仕入 産廃受託 合計 

処理量（トン/年） 9,591.2 3,339.8 12,931 

 

（９）産業廃棄物収集運搬量の実績（令和４年度） 

   ガラスくず・・・・・・２１８トン/年 
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（１０）産業廃棄物処理業の許可内容 

① 許可番号     第０７６２０１６６３１４号 

② 許可年月日    令和 04 年 6 月 15 日 

③ 許可の有効年月日 令和 09 年 6 月 14 日 

④ 事業計画の概要 

・廃棄ビン、硬質ガラス、照明ガラス等は、ガラス以外の異物を除去した後、破砕処理を行い、

ビン再生製造の原材料とする。 

・建材板ガラス、自動車ガラス等は網線金属などを除去した破砕処理を行い、建物断熱材のファ

イバーグラス原料とする。 

・プラスチック中間膜を含有する自動車ガラスは、破砕・選別によりガラスくずと廃プラスチッ

ク類に分離回収し、ガラスくずは、建物断熱材のファイバーグラス原料とする。 

・液晶パネルや太陽光電池パネル等は、撹拌剥離機により、共擦り作用で蒸着金属類を剥離し、

ふるい機によりガラス固体と金属蒸着微粉ガラスに分離・回収する。 

⑤ 事業の範囲 

【事業の区分】 ・中間処理業（破砕、破砕・選別） 

【産業廃棄物の種類】 

 ・破砕  ガラスくず（自動車等破砕物を除く。）、鉱さい、金属くず（自動車等破砕物を除く。） 

       以上 2 種類（特別管理産業廃棄物であるものを除く。） 

 ・破砕・選別  廃プラスチック類（自動車等破砕物を除く。）、 

       ガラスくず（自動車等破砕物を除く。）、金属くず（自動車等破砕物を除く。） 

       以上３種類（特別管理産業廃棄物であるものを除く。） 

【事業の用に供するすべての施設】 

施設の種類：破砕施設 

産業廃棄物の種類：ガラスくず 以上１種類 

設置場所 ：北九州市若松区響町一丁目１０５番２０ 

設置年月日：平成２４年６月１５日 

処理能力  ：１日あたり３４４トン（８時間） 

 

施設の種類：破砕施設 

産業廃棄物の種類：ガラスくず、金属くず  以上２種類 

設置場所 ：北九州市若松区響町一丁目１０５番２０ 

設置年月日：平成２７年１月７日 

処理能力 ： ガラスくず１ 日あたり １４４トン (８時間)  

金属くず  １ 日あたり １１．５トン (８時間) 

 

施設の種類：破砕施設 

産業廃棄物の種類： ガラスくず、鉱さい 以上２種類 

設置場所 ：北九州市若松区響町一丁目１０５番２０ 

設置年月日：令和元年６月５日 

処理能力：ガラスくず １日あたり １７．４トン(８時間) 

鉱さい   １日あたり ３３．６トン(８時間) 
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施設の種類：破砕•選別施設 

産業廃棄物の種類：ガラスくず、金属くず 以上２種類 

設置場所 ：北九州市若松区響町一丁目１０５番２０ 

設置年月日：平成２４年６月１５日理能力 ：ガラスくず 1 日あたり１９．２トン (８時間) 

                                       金属くず   1 日あたり ０．５７トン(８時間) 

 

施設の種類：破砕•選別施設 

産業廃棄物の種類：ガラスくず(自動車合せガラスに限る。) 

廃プラスチック類(自動車合せガラスに限る。) 以上２種類  

設置場所 ：北九州市若松区響町一丁目１０５番２０ 

設置年月日：平成２５年９月２７日 

処理能力 ：ガラスくず  １日あたり４４．３トン(８時間) 

 廃プラスチック類  １日あたり ３．３トン(８時間) 

 

（１０）産業廃棄物収集運搬業の許可内容 

① 許可番号     第０４０００１６６３１４号 

② 許可年月日    令和 ２年１月２７日 

③ 許可の有効年月日 令和 ７年１月２６日 

④ 事業の範囲 

積替え、保管を含まない。 

廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず等 

（以上 3 品目については、自動車等破砕物を除く。）、 

⑤ 運搬車両の種類： 

キャブオーバー車（普通貨物）、最大積載量：3,300kg、1 台 
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２． 組織図及び認証・登録範囲（全組織・全活動の実施体制は以下のとうり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 当年度及び中期環境目標 

環境方針に対応して各部門で取組む目的、目標は表 3.1 に示す。 

表 3.1 各部門の目的、目標 

環 境 方 針 環 境 目 的                 環 境 目 標 実施部門 

 

1)循環型社会・低

炭素社会の構

築 

 

3)環境負荷の低

減 

（ガラスくず）産業廃棄物量受入

量増大により、ガラス原料の新材

料製造に関わる CO２排出量の

削減に寄与する。 

① 年間の受入量増大は前年実績の３％増 

② 3 年間で計画時前年度の１０％増 
全 社 

全ての事業活動に省エネの観点

から取り組み、使用電力量削減、

並びに使用燃料削減に努める。 

 

① 再資源ガラス製品の年間単位重量に対する使

用電力量を対前年比１％削減 

② 3 年間で計画時前年度の３％削減 
 

生産担当 

 

① ヤード受入ガラスの年間単位重量に対する重

機類使用燃料を対前年比１％削減 

② 3 年間で計画時前年度の３％削減 
 

ヤード担当 

 

① 事務所の年間使用電力量を対前年比１％削減 

② 3 年間で計画時前年度の３％削減 
 

スタッフ 

担当 

５)他の環境産業

施設との連携

による相乗効

果 

自社内再資源化原料ガラス加工

において発生するガラスくず（産

廃品）の埋立処分量を削減し、他

の再資源原料化の連携を図る。 

① 年間削減量量は、前年実績の１％増 

② 3 年間で計画時前年度の３％増 
生産担当 

６)労働安全面、

防災面などの

安全性を十分

に確保 

労災ゼロ時間の継続 

設備機器の損傷停止ゼロ化 

①労災ゼロ時間の常態化 

②機器の予防保全による故障停止ゼロ化 

生産担当 

設備担当 

９）低炭素社会へ

の取組 
グリーン購入による寄与 廃油再生燃料、事務用品・消耗備品類調達 全 社 

作成日；R5.2.1 

作成者；河村豊 
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基準年度及び令和４年度に亘る中長期の環境目標を表 3.2 に示す。 
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４． 当年度の主要な環境活動計画 

 



- 8 - 

５． 目標の実績 

令和 4 年４月～令和 5 年３月の期間の目標に対する実績を表 5.1 に示す。 

表 5.1 は原単位ベースでの実績である。 
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６． 環境活動計画の取組結果とその評価 

６－１．二酸化炭素排出量の削減 

１）電力使用量の削減 

・原単位評価では、目標値に対して、0.30Kwh/ton の増大となった。 

・機械設備を用いた取扱い総量が約 700 トン程度、前年より少なかったことによる。 

２）ヤード重機使用燃料の削減 

・原単位ベースでは、目標値に対して、0.03ℓ/ton の削減ができた。 

・取扱量の増加（2,685 トン/年）にも関わらず削減できたのは、一部のエンジン駆動フォー

クリフトの電動化などの効果である。 

３）産廃収集運搬車両燃料の削減 

・原単位ベースでは、目標値に対して、0.1 ポイント減の目標達成ができた。 

・自社への処理委託物を一定の排出事業者のみからの搬入であったので、最適な運搬経路を取

ることができた。 

４）二酸化炭素排出量の評価 

・原単位ベースでは、目標値に対して、0.10kg・CO2/ton の増大となった。 

・上記の１）の電力使用量の増大が主因（破砕設備等の取扱量の減少）となった。 

６－２．再資源化量増大（間接的 CO2 排出削減） 

・原単位ベースでは、目標に対して 1.9 ポイント未達であった。 

・コロナ禍での全般的な経済活動の落ち込みから回復基調にあるが、未だ十分では無いと推定して

いる。 

６－３．廃棄物最終処分（埋立、焼却処分）量の削減 

・原単位ベースでは、5.9 ポイント減で目標を達成した。 

・最終処分業者における再資源化への改善努力により最終埋立処分量が削減された。 

６－４．水使用量の削減 

・原単位ベースでは、0.6 ポイント削減で目標達成した。 

・作業環境における防塵散水量の節約努力が効果を発揮した。 

 

７． 次年度の取組内容 

・前年度同様、引き続き以下の活動に取り組む。 

 次年度以降、3 ヶ年の目標を表７．１に示す。 

①使用電力量の削減は、生産量に対する原単位基準として、評価を行う。 

②重機燃料の削減評価に関して、重機毎の給油量の管理などを検討する。 

③産廃収集運搬車両の燃料削減に取り組む。 

④産廃中間処理の受託量増大に努める。 

⑤埋立・焼却廃棄物の発生量削減に努める。 

⑥水の使用量削減に努める。 

・従業員に対する環境教育の範囲を広める。（廃掃法、リサイクル法、技術的事項など） 

・地域に対して実施可能な環境ボランティアの内容を検討する。 
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８． 環境関連法規への違反、訴訟等の有無 

・環境関連法の遵守状況をチェックの結果、違反は無し。 

・関係当局よりの違反の指摘、利害関係者からの訴訟等も当社創立以来（5 年間）無し。 

・次年度は、北九州市の優良事業者認定を申請予定。 

 

９． 代表者による全体評価と見直しの指示結果 

１）評価 

 ・部門毎の環境経営目標を数値化して、月に一度の環境会議で達成状況を確認する現在の進め方

は、環境経営システムが有効に機能していると評価する。 

 ・環境経営方針にもとずく環境経営目標の数値目標は、既に会社創業以来の年月の中で限界値に

到達しつつある。以降、現状維持目標として継続する。 

 

２）見直し・指示 

 ・環境経営方針と環境経営目標は、変更なしで継続する。 

 ・環境経営計画についても、令和４年度の項目を踏襲するが、以下の３項目については、特段の

配慮を図って数値目標の達成に努める。 

  ① 産業廃棄物処理受託量の増大 

  ② 埋立処分量の更なる削減 

  ③ 工場内防塵用散水量の削減 


